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府や兵庫県など、静岡県から少し離れたところに被害がでてきている。さらには、一人当

たりＥＶの変化をみたとしても、何故か群馬県などだけに飛び地的に大きな被害が生じて

きているである。 
 
図１９：＜経済的被害 ～ＥＶの変化～＞ 

 
 
図２０：＜経済的被害 ～一人あたりＥＶの変化～＞ 

 
 
通常、グラビティモデル等で分析をした場合には、遠いところと近いところで同じサイ

ズ位の県があれば、必ず距離的に近い県の被害が大きくなるという傾向が出てくる。しか

し、47 都道府県間産業連関表で使っている交易の係数等は、グラビティモデル等で推定を

しながらも、実は実際の交易量が再現できるように色々な調整を行っているため、グラビ

ティ・ローでは説明できないような、ある県とある県の経済的な結びつきといったものが

折り込まれている事によって、前述のような結果が生じるわけである。また、この結果は、

昔からの取引関係や、価格に反映されない様々な競争上の優位性というものがパラメータ

ーに折り込まれているのであろうという事も示しているのである。 
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そして最後に、破損の量や、輸送費上昇量を変動させて、いわゆる感度分析を行うわけ

であるが、結果のパターンとしては変わらないことが見て取れる。被害額の大きさも、一

番厳しいものでも年間１０数兆円規模になっている事が分かる。 
 
図２１：＜経済的被害額シナリオ感度分析＞ 

 

なお、静岡県を取り上げた理由としては、東海・東南海沖地震による被害が念頭にあり、

それにおける被害推定を行いたいという事による。 
 

（４） 分析事例（ハ） 浜松都市圏での社会基盤施設破損の波及被害 

この分析では静岡県の交通の大動脈として、そして地盤条件も複雑な地域に立地されて

いる部分として、浜松というエリアを取り上げている。浜松における鉄道、幹線道路、中

でもとくに幹線道路は必ずしも全てが地盤の良いところではないので、東海・東南海地震

の時には交通施設の破損を受ける可能性がある。エリアのサイズとしては、分析事例（ロ）

の県よりもさらに細かいレベルである都市圏を分析していくことになる。この都市圏エリ

アの中で、交通のパーソントリップデータの調査を行い、その結果に基づいてエリアをさ

らに、東京の区に匹敵するサイズ程度に、多くて 50、少なくても 10 程度の地域に区切る。

サイズで言えば 10km×10km 位のサイズだ。各ゾーンの中では、それぞれ一般均衡モデル

を持ちながらも、実際には、家計や企業、または工場などは、交通のゾーンのどのゾーン

に立地しているかという立地条件によって、必要となる通勤費、物流費用、業務トリップ

の交通費用に差が生じている。よって、ネットワークの中で非常に便利なところに立地さ

れていれば、物流や移動コストは安くなるし、逆に遠いところにあればコストは高くなる

といった空間的なコストの差というものを表現して入れてある。また、賃金や財の価格な

どは、応用一般均衡モデルで検討しておき、そこに地区別の輸送費用などの差をもって、
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出来るだけ輸送費用の小さいところへ空間的に工場や企業が集中し、また世帯も通勤費が

安い便利なところに立地が集中するといった形で表現し、分析している。 
 
図２２：＜モデルの概略＞ 

 
 

今回の分析における適用対象地域としては、3つのゾーンとに区切っている（現在は十数

個に分けて分析している）。 
各ゾーンは、少しばらつきが大きいが、従業者数が 60万人弱と、8 万人、4 万人となっ

ている。なお、ゾーン 1は第二次産業中心である（浜松は製造業の集積が高い地域である）。

このように、各ゾーンにおいて、従業者の分布を、第 1～3次産業に分けて見ているが、こ

の他として、立地を扱うために不動産価格というものが非常に重要なパラメーターとなっ

てくることから、不動産というセクターだけは別枠として扱っているという特徴がある。 
 
図２３：＜適用対象地域 各ゾーンの概要＞ 

 
 

また、エリアにおける産業連関表から色々なデータを作るわけであるが、この産業連関

表は、南山大学の石川先生が、静岡の産業連関表を、浜松の従業者数規模や人口規模など

に合うように、投入算出の技術構造は静岡と同じとした上で、従業者の分布量等から作成

したものを使用している。 
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次に分析の結果であるが、対象地域の範囲が狭いため、災害によって交通インフラが破

損して幹線道路以外のところを通ったとしても、スケールが新幹線の事例とは違うので、

仮に被害が甚大な場合であっても、影響の程度としては、元々の所要時間が 30分であると

ころが、倍の 1時間に増加する程度であろうとは想定できる。そのため、、災害によって交

通時間が全ゾーンにおいて倍になった場合の生産量変化に対する分析では、結果としての

被害は小さくなっており、1年単位で第二次産業が 3％弱、全体でも数％の規模で生産量が

減少するという結果になっている。これは、交通の被害が減ったからといって、生産量へ

の変化はあまり下がらないということも言える。ただし、ゾーン 3 のような小さいゾーン

だけで見た場合には、５％の減少という結果が出ているので、被害はある程度大きいと考

えることも出来よう。 
 
図２４：＜適用例１＞ 

 

 
さらに、交通コストの増加率をゾーン１・３においては 100％増加し、ゾーン 2 だけは

50％の増加というように、ゾーン間でその程度にメリハリをつけたケースの場合、ゾーン 3
では全ゾーンで 100％の交通コスト増の場合よりも生産量の低下が大きくなる事が分かる。

このように、影響はネットワークで効いてくるため、全体が一律で下がった方が被害は小

さいという結果が出ることもあるとわかった。 
 
図２５：＜適用例２＞ 
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そして、既存建物資本ストックにおいて全ゾーンで 10％のストック減少があったとした

ケースでは、ゾーン全体でも生産量の変化は数％の規模である。一番影響が見られるゾー

ン 1 においては、４％位の規模で減少している。しかし、その他のゾーンでは破損のみな

らず、2 次産業、3 次産業の部分では逆に生産量変化がプラスになるといった影響が出てい

る。この結果からは、ゾーン 1 の減少においては、交通への影響によって輸出入における

競合関係が変わった事で代替生産の増加した事による影響なのかもしれないが、その他の

ゾーンで見られるように、破損が起こったからといって、全てのゾーンの生産が一律に落

ちるわけではなく、凸凹が出てきて、空間的に見ると一部の部分では他のところを補完す

るために生産が増えるゾーンが出てくる可能性が高いという事が言える。これは新幹線破

損の影響分析と同じような構造であろう。 
 
図２６：＜適用例３＞ 

 
 

６． 今後の研究に向けて 

 
ＳＣＧＥモデルに対する批判は少なくはない。その内容は、一つは今のＣＧＥというの

は統計的な信頼性のチェックが非常にルーズであると言う事である。ＣＧＥはキャリブレ

ーションに、一断面のデータでパラメーターのほとんどを決めてしまっているので、計量

経済モデルや時系列データを持ってきて需要関数や生産関数を推定するという方法に比べ

ると、ＣＧＥとしてやっている事のほとんどは、パラメーターに関する統計的な議論を全

くと言っていいほどやっていないといえるのである。これは正直非常に荒っぽく、いい加

減であろうと見えてしまう。これが正統的な統計学者から、ＣＧＥがナンセンスだと言わ

れる原因である。 
また、動的な時間の流れのなかで投資や資本の蓄積を捉えるようなＣＧＥもあるけれど

も、ほとんどのＣＧＥが静学的なものである。Ｇ－ＴＡＰも基本は静学的なフレームを使

っている。よって、長期間を対象とした分析においては、ＣＧＥというものは必ずしもい

い道具であるとは言えない可能性がある。 
しかし、ＣＧＥは均衡理論というものでは整合しているので、人々がモデルの理解がし
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やすく、またモデル自体も作りやすい。さらには空間的に産業部門間など様々な部門間で

の分布がみられるという長所もある。分布を見る事で、どこが甚大な被害をうけるか、ま

たは、どこに重点的な防止対策を打つべきかという観点から政策判断をするためにはこう

いった道具を使わなければならないであろう。残念ながら計量経済モデルや、その他の方

法は、ＣＧＥに比べてダイナミックな部分では優位性があるかもしれないが、細かく地域

別、空間別に見るというときに、かえって手間がかかるなど、あまり良い道具とは言えな

いのである。 
ＳＣＧＥはリスクマネジャーやポリシーマネジャーとのコミニュケーションツールとし

て使用されるべきと考えているが、一部からはモデルを作っている人間の単なる高価なお

もちゃでしかないのではないかという批判もある。こういった批判に対しては、前述した

ように、インフラの管理者と一緒にモデルをまずは実際に使用し、モデルおよびその結果

を多くのインフラ管理者や専門家の目にさらしていきたい。そうすることでモデルは、今

後より発展するであろうと考えている。 
最後に今後の研究において検討しておくべき論点としては、現在の分析では災害時を特

に重点的に対象としているが、災害時の均衡モデルでも価格がスムーズに動くという仮定

の下でモデル化を行っている。しかし、実際の災害時は、価格の調整機構が本当に働いて

いるかどうか不明であり、また場合によっては便乗値上げのようなものに対して人々から

厳しい視線を浴びる可能性が高いために、本来は値段を上げた方が良いものも値段を上げ

られないといった状態も起こりうるかもしれない。逆にもっと値段を下げられるのに下げ

ないといった事も考えられる。このように災害時は価格固定がどうしても生じてしまうと

いう可能性も十分あると考えられるのであるが、これをモデルに反映させる事には、どう

いった産業セクターにおいて価格固定に成りうるか、あるいは調整が遅いかということの

特定が困難であるのが現状である。 
また、モデルでは地域内での労働や資本といった資源も自由に動く事が出来るような想

定になっている。ところが、実際の災害時には、人々は働き場所を喪失する、または建物

などの生産設備がなくなる、さらには働き手そのものが減少してしまうといった状況にな

ってしまうわけであり、この時に本当に産業セクター間などで労働や資本が移動するとい

うことが生じるであろうかという点も考えなくてはいけない。長期間ではスムーズな移動

もあり得るかもしれないが、災害時にはスムーズなストック調整や生産要素の調整は難し

いであろうと考えている。 
これらの点は、復旧シナリオが長期的なスパンであれば、これは完全移動自由であると

みても良いのかもしれないが、短期・中期の場合には、やはり一般の均衡モデルの想定と

は違って、価格も動きにくいし、人や物もなかなか動きにくいといった粘着性というか、

固定性が生じるはずである。よって、今後はこれらの部分をモデルに入れていかなくては

いけないと考えている。 
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